今から肯定側の立論を始めさせていただきます。
まず、テーマにも挙がっている経済成長というのは、GDPの増加率である経済成長率がプラスであることを指します。ですので、私たちは非正規雇用を廃止することでGDPが増加する、という観点から立論を述べていきたいと思います。
　まず、こちらのスライドをご覧ください。（スライド３）非正規雇用を廃止し正規化することで、賃金収入が増加します。賃金収入の増加により内需が拡大します。内需の拡大によって、国内生産が増加、つまりGDPが増加します。また国内生産が増加すると雇用の増加にもつながり、さらに賃金収入が増加する、というスパイラルが成立し、短期的ではなく、長期的な経済成長につながっていくと考えられます。
　（スライド４）具体的な数値として、２００８年１０月３１日に労働総研が発表した試算によれば、非正規雇用を正規化することで賃金収入は年８兆５０８億円、消費は４兆９６５２億円、国内生産は９兆１８５６億円の増加が見込まれ、GDPは４兆７５３億円増加すると考えられます。（スライド５）また、生産の上昇により新たに３６３万人の雇用が創出されます。
このことから、非正規雇用を廃止し、正規化することは長期的な経済成長につながるといえます。
（スライド６）　次に、人材育成という観点に視点を移して考えます。非正規雇用を廃止し正規化することで企業は人材育成を行いやすくなると考えられます。その理由として、こちらのスライドをご覧ください。（スライド７）これは内閣府が企業に対して行った人材育成に関するアンケートの結果です。企業の人材育成において重視する層について調査した結果、グラフからも分かるとおり非正規雇用は重視されていないのが現状です。（スライド８）その理由として企業は定着性を挙げています。つまり、正規化することによって労働者の定着性が上がると考えられ、企業は人材育成を行いやすくなるのです。人材育成を継続して行うことで、労働者のスキルは高まります。そのことで企業の生産性が上昇しGDPの増加につながります。その具体的根拠として、こちらのグラフをご覧ください。（スライド９）これはイギリスで行われた研究結果ですが、労働者のスキルレベルを１～４の４段階に分け、その労働者がどれだけの生産性を有しているかを示したグラフです。見てわかるとおり、レベル４以上の労働者の生産性がどの分野においても高いことがわかります。つまり、人材育成を行うことで労働者のスキルが向上し、生産性が上昇、その結果GDPの増加につながります。
以上より私たちは長期的な経済成長のためには非正規雇用を廃止すべきであると主張します。
